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○職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）抄 

※平成 32 年３月 30 日施行時点 

 

（均等待遇） 

第三条 何人も、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員

であること等を理由として、職業紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがない。

但し、労働組合法の規定によつて、雇用主と労働組合との間に締結された労働協約に別段の定

のある場合は、この限りでない。 

 

（定義） 

第四条 この法律において「職業紹介」とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者と

の間における雇用関係の成立をあつせんすることをいう。 

② この法律において「無料の職業紹介」とは、職業紹介に関し、いかなる名義でも、その手数

料又は報酬を受けないで行う職業紹介をいう。 

③ この法律において「有料の職業紹介」とは、無料の職業紹介以外の職業紹介をいう。 

④ この法律において「職業指導」とは、職業に就こうとする者に対し、実習、講習、指示、助

言、情報の提供その他の方法により、その者の能力に適合する職業の選択を容易にさせ、及び

その職業に対する適応性を増大させるために行う指導をいう。 

⑤ この法律において「労働者の募集」とは、労働者を雇用しようとする者が、自ら又は他人に

委託して、労働者となろうとする者に対し、その被用者となることを勧誘することをいう。 

⑥ この法律において「募集情報等提供」とは、労働者の募集を行う者若しくは募集受託者（第

三十九条に規定する募集受託者をいう。以下この項、第五条の三第一項及び第五条の四第一項

において同じ。）の依頼を受け、当該募集に関する情報を労働者となろうとする者に提供する

こと又は労働者となろうとする者の依頼を受け、当該者に関する情報を労働者の募集を行う者

若しくは募集受託者に提供することをいう。 

⑦ この法律において「労働者供給」とは、供給契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を受け

て労働に従事させることをいい、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣法」という。）第二条第一号に

規定する労働者派遣に該当するものを含まないものとする。 

⑧ この法律において「特定地方公共団体」とは、第二十九条第一項の規定により無料の職業紹

介事業を行う地方公共団体をいう。 

⑨ この法律において「職業紹介事業者」とは、第三十条第一項若しくは第三十三条第一項の許

可を受けて、又は第三十三条の二第一項若しくは第三十三条の三第一項の規定による届出をし

て職業紹介事業を行う者をいう。 

⑩ この法律において「労働者供給事業者」とは、第四十五条の規定により労働者供給事業を行

う労働組合等（労働組合法による労働組合その他これに準ずるものであつて厚生労働省令で定

めるものをいう。以下同じ。）をいう。 

⑪ この法律において「個人情報」とは、個人に関する情報であつて、特定の個人を識別するこ

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail/322AC0000000141_20200330_429AC0000000014/0?revIndex=9&lawId=322AC0000000141
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とができるもの（他の情報と照合することにより特定の個人を識別することができることとな

るものを含む。）をいう。 

 

（労働条件等の明示） 

第五条の三 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及

び募集受託者並びに労働者供給事業者は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給

に当たり、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者に対し、その

者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

② 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対

し、労働者供給を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、求職者

又は供給される労働者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示し

なければならない。 

③ 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者（供給される労働者を雇

用する場合に限る。）は、それぞれ、求人の申込みをした公共職業安定所、特定地方公共団体

若しくは職業紹介事業者の紹介による求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給

される労働者と労働契約を締結しようとする場合であつて、これらの者に対して第一項の規定

により明示された従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件（以下この項に

おいて「従事すべき業務の内容等」という。）を変更する場合その他厚生労働省令で定める場

合は、当該契約の相手方となろうとする者に対し、当該変更する従事すべき業務の内容等その

他厚生労働省令で定める事項を明示しなければならない。 

④ 前三項の規定による明示は、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める

事項については、厚生労働省令で定める方法により行わなければならない。 

 

（求人の申込み） 

第五条の五 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みは全て受

理しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する求人の申込みは受理しないこ

とができる。 

一 その内容が法令に違反する求人の申込み 

二 その内容である賃金、労働時間その他の労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当

であると認められる求人の申込み 

三 労働に関する法律の規定であつて政令で定めるものの違反に関し、法律に基づく処分、公

表その他の措置が講じられた者（厚生労働省令で定める場合に限る。）からの求人の申込み 

四 第五条の三第二項の規定による明示が行われない求人の申込み 

五 次に掲げるいずれかの者からの求人の申込み 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第

六号に規定する暴力団員（以下この号及び第三十二条において「暴力団員」という。） 

ロ 法人であつて、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務
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を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するもの

と認められる者を含む。第三十二条において同じ。）のうちに暴力団員があるもの 

ハ 暴力団員がその事業活動を支配する者 

六 正当な理由なく次項の規定による求めに応じない者からの求人の申込み 

② 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みが前項各号に該当

するかどうかを確認するため必要があると認めるときは、当該求人者に報告を求めることがで

きる。 

③ 求人者は、前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、その求めに応じ

なければならない。 
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○職業安定法施行令（昭和 28 年政令第 242 号）抄 

※平成 32 年３月 30 日施行時点 

 

（法第五条の五第一項第三号の政令で定める労働に関する法律の規定） 

第一条 職業安定法（以下「法」という。）第五条の五第一項第三号の労働に関する法律の規定

であって政令で定めるものは、次のとおりとする。 

  一 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第四条、第五条、第十五条第一項及び第三項、

第二十四条、第三十二条、第三十四条、第三十五条第一項、第三十六条第六項（第二号及び

第三号に係る部分に限る。）、第三十七条第一項及び第四項、第三十九条第一項、第二項、第

五項、第七項及び第九項、第五十六条第一項、第六十一条第一項、第六十二条第一項及び第

二項、第六十三条、第六十四条の二（第一号に係る部分に限る。）、第六十四条の三第一項、

第六十五条、第六十六条、第六十七条第二項並びに第百四十一条第三項の規定（これらの規

定を労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年

法律第八十八号。以下「労働者派遣法」という。）第四十四条（第四項を除く。）の規定によ

り適用する場合を含む。） 

  二 法第五条の三第一項（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）、第二項及び第三項、第

五条の四（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）、第五条の五第三項、第三十六条、第

三十九条（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）、第四十条、第四十二条の三において

読み替えて準用する法第二十条（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）並びに第五十

一条（労働者の募集を行う者に係る部分に限る。）の規定 

  三 最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）第四条第一項の規定 

  四 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律

第百十三号）第五条から第七条まで、第九条第一項から第三項まで、第十一条第一項、第十

一条の二第一項、第十二条及び第十三条第一項の規定（これらの規定を労働者派遣法第四十

七条の二の規定により適用する場合を含む。） 

  五 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律

第七十六号）第六条第一項、第十条（同法第十六条、第十六条の四及び第十六条の七におい

て準用する場合を含む。）、第十二条第一項、第十六条の三第一項、第十六条の六第一項、第

十六条の八第一項（同法第十六条の九第一項において準用する場合を含む。）、第十六条の十、

第十七条第一項（同法第十八条第一項において準用する場合を含む。）、第十八条の二、第十

九条第一項（同法第二十条第一項において準用する場合を含む。）、第二十条の二、第二十三

条第一項から第三項まで、第二十三条の二、第二十五条、第二十六条及び第五十二条の四第

二項（同法第五十二条の五第二項において準用する場合を含む。）の規定（これらの規定を

労働者派遣法第四十七条の三の規定により適用する場合を含む。） 

  

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=328CO0000000242
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○職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号）抄 

※平成 32 年３月 30 日施行時点 

 

（法第五条の三に関する事項） 

第四条の二 法第五条の三第三項の厚生労働省令で定める場合は、次のとおりとする。 

一 求人の申込みをした公共職業安定所、特定地方公共団体若しくは職業紹介事業者の紹介

による求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者(以下この項に

おいて「紹介求職者等」という。)に対して法第五条の三第一項の規定により明示された従

事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件(以下「従事すべき業務の内容

等」という。)の範囲内で従事すべき業務の内容等を特定する場合 

二 紹介求職者等に対して法第五条の三第一項の規定により明示された従事すべき業務の内

容等を削除する場合 

三 従事すべき業務の内容等を追加する場合 

２ 法第五条の三第三項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 前項第一号の場合において特定する従事すべき業務の内容等 

二 前項第二号の場合において削除する従事すべき業務の内容等 

三 前項第三号の場合において追加する従事すべき業務の内容等 

３ 法第五条の三第四項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。ただし、第八号

に掲げる事項にあつては、労働者を派遣労働者(労働者派遣法第二条第二号に規定する派遣労

働者をいう。以下同じ。)として雇用しようとする者に限るものとする。 

一 労働者が従事すべき業務の内容に関する事項 

二 労働契約の期間に関する事項 

二の二 試みの使用期間に関する事項 

三 就業の場所に関する事項 

四 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事 

 項 

五 賃金(臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則(昭和二十二年厚生省令第二

十三号)第八条各号に掲げる賃金を除く。)の額に関する事項 

六 健康保険法(大正十一年法律第七十号)による健康保険、厚生年金保険法(昭和二十九年法

律第百十五号)による厚生年金、労働者災害補償保険法(昭和二十二年法律第五十号)による

労働者災害補償保険及び雇用保険法(昭和四十九年法律第百十六号)による雇用保険の適用

に関する事項 

七 労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

八 労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨 

４ 法第五条の三第四項の厚生労働省令で定める方法は、前項各号に掲げる事項(以下この項及

び次項において「明示事項」という。)が明らかとなる次のいずれかの方法とする。ただし、

職業紹介の実施について緊急の必要があるためあらかじめこれらの方法によることができな

http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=322M40002000012
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い場合において、明示事項をあらかじめこれらの方法以外の方法により明示したときは、こ

の限りでない。 

一 書面の交付の方法 

二 次のいずれかの方法によることを書面被交付者（明示事項を前号の方法により明示する

場合において、書面の交付を受けるべき者をいう。以下この号及び次項において同じ。）が

希望した場合における当該方法 

イ ファクシミリを利用してする送信の方法 

ロ 電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電

気通信（電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第一号に規定する電気

通信をいう。以下このロ及び第十七条の七第二項第二号ロにおいて「電子メール等」と

いう。）の送信の方法（当該書面被交付者が当該電子メール等の記録を出力することに

より書面を作成することができるものに限る。） 

５ 前項第二号イの方法により行われた明示事項の明示は、書面被交付者の使用に係るファク

シミリ装置により受信した時に、同号ロの方法により行われた明示事項の明示は、当該書面

被交付者の使用に係る通信端末機器に備えられたファイルに記録された時に、それぞれ当該

書面被交付者に到達したものとみなす。 

６ 法第五条の三第一項から第三項までの規定による明示は、試みの使用期間中の従事すべき

業務の内容等と当該期間が終了した後の従事すべき業務の内容等とが異なる場合には、それ

ぞれの従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければならない。 

７ 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者は、求職者、募集に応

じて労働者となろうとする者又は供給される労働者に対して法第五条の三第一項の規定によ

り明示された従事すべき業務の内容等に関する記録を、当該明示に係る職業紹介、労働者の

募集又は労働者供給が終了する日(当該明示に係る職業紹介、労働者の募集又は労働者供給が

終了する日以降に当該明示に係る労働契約を締結しようとする者にあつては、当該明示に係

る労働契約を締結する日)までの間保存しなければならない。 

８ 求人者は、公共職業安定所から求職者の紹介を受けたときは、当該公共職業安定所に、そ

の者を採用したかどうかを及び採用しないときはその理由を、速やかに、通知するものとす

る。 

 

（法第五条の五に関する事項） 

第四条の三 公共職業安定所に対する求人の申込みは、原則として、求人者の事業所の所在地を

管轄する公共職業安定所（その公共職業安定所が二以上ある場合には、厚生労働省組織規則（

平成十三年厚生労働省令第一号）第七百九十二条の規定により当該事務を取り扱う公共職業安

定所）においてこれを受理するものとする。 

２ 前項の公共職業安定所に申し込むことが、求人者にとつて不便である場合には、求人の申込

みは、厚生労働省組織規則第七百九十二条の規定により当該事務を取り扱う公共職業安定所で

あつて求人者に最も便利なものに対して行うことができる。 

３ 法第五条の五第一項第三号の厚生労働省令で定める場合は、次のとおりとする。 
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一 求人者が職業安定法施行令（昭和二十八年政令第二百四十二号。以下この項において「

令」という。）第一条第一号又は第三号に掲げる法律の規定に違反する行為（労働基準法

施行規則第二十五条の二第一項並びに第三十四条の三第一項及び第二項の規定に違反する

行為を含む。以下この号において「違反行為」という。）をした場合であつて、法第五条

の五第二項の規定による報告の求め（以下この項において「報告の求め」という。）によ

り、次のいずれかに該当することが確認された場合 

イ 求人の申込みの時において、当該違反行為の是正が行われていないこと又は是正が行わ

れた日から起算して六月を経過していないこと（当該違反行為をした日から起算して過去

一年以内において当該違反行為と同一の規定に違反する行為（ロにおいて「同一違反行為

」という。）をしたことがある場合その他当該違反行為が求職者の職場への定着に重大な

影響を及ぼすおそれがある場合に限る。）。 

ロ 当該違反行為に係る事件について刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第二百

三条第一項（同法第二百十一条及び第二百十六条において準用する場合を含む。）若しく

は第二百四十六条の規定による送致又は同法第二百四十二条の規定による送付（以下この

ロにおいて「送致等」という。）が行われ、その旨の公表が行われた場合であつて、次の

いずれかに該当すること。 

⑴ 当該送致等の日前に当該違反行為の是正が行われた場合（当該違反行為をした日か

ら起算して過去一年以内において同一違反行為をしたことがある場合であつて、当該

違反行為の是正が行われた日から当該送致等の日までの期間（以下このロにおいて「

経過期間」という。）が六月を超えるときに限る。）であつて、求人の申込みの時にお

いて、当該送致等の日から起算して六月を経過していないこと。 

⑵ 当該送致等の日前に当該違反行為の是正が行われた場合（当該違反行為をした日から

起算して過去一年以内において同一違反行為をしたことがある場合であつて、経過期間

が六月を超えないときに限る。）であつて、求人の申込みの時において、当該送致等の

日から起算して一年から経過期間を減じた期間が経過していないこと。 

⑶ 当該送致等の日前に当該違反行為の是正が行われた場合（当該違反行為をした日から

起算して過去一年以内において同一違反行為をしたことがある場合を除く。）又は当該

送致等の日前に当該違反行為の是正が行われていない場合であつて、求人の申込みの時

において、当該送致等の日から起算して一年を経過していないこと、当該違反行為の是

正が行われていないこと又は是正が行われた日から起算して六月が経過していないこ

と。 

二 求人者が令第一条第二号に掲げる法律の規定に違反する行為（以下この号において「違反

行為」という。）をし、法第四十八条の三第三項の規定による公表がされた場合であつて、

報告の求めにより、次のいずれかに該当することが確認された場合 

イ 求人の申込みの時において、当該違反行為の是正が行われていないこと又は是正が行わ

れた日から起算して六月を経過していないこと。 

ロ 当該違反行為の是正が行われた日から起算して六月を経過する前に当該違反行為と同

一の規定に違反する行為（以下このロにおいて「同一違反行為」という。）を行つた場合
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であつて、求人の申込みの時において、当該同一違反行為の是正が行われていないこと又

は是正が行われた日から起算して六月を経過していないことその他当該同一違反行為が

求職者の職場への定着に重大な影響を及ぼすおそれがあること。 

三 求人者が令第一条第四号に掲げる法律の規定に違反する行為（以下この号において「違反

行為」という。）をし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和四十七年法律第百十三号）第三十条の規定による公表がされた場合であつて、報告

の求めにより、次のいずれかに該当することが確認された場合 

イ 求人の申込みの時において、当該違反行為の是正が行われていないこと又は是正が行わ

れた日から起算して六月を経過していないこと。 

ロ 当該違反行為の是正が行われた日から起算して六月を経過する前に当該違反行為と同

一の規定に違反する行為（以下このロにおいて「同一違反行為」という。）を行つた場合

であつて、求人の申込みの時において、当該同一違反行為の是正が行われていないこと又

は是正が行われた日から起算して六月を経過していないことその他当該同一違反行為が

求職者の職場への定着に重大な影響を及ぼすおそれがあること。 

四 求人者が令第一条第五号に掲げる法律の規定に違反する行為（以下この号において「違反

行為」という。）をし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律（平成三年法律第七十六号）第五十六条の二の規定による公表がされた場合であつて

、報告の求めにより、次のいずれかに該当することが確認された場合 

イ 求人の申込みの時において、当該違反行為の是正が行われていないこと又は是正が行わ

れた日から起算して六月を経過していないこと。 

ロ 当該違反行為の是正が行われた日から起算して六月を経過する前に当該違反行為と同

一の規定に違反する行為（以下このロにおいて「同一違反行為」という。）を行つた場合

であつて、求人の申込みの時において、当該同一違反行為の是正が行われていないこと又

は是正が行われた日から起算して六月を経過していないことその他当該同一違反行為が

求職者の職場への定着に重大な影響を及ぼすおそれがあること。 

４  公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者が、法第五条の五第一項ただし書

の規定により求人の申込みを受理しないときは、求人者に対し、その理由を説明しなければ

ならない。 
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○労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律（昭和 41 年法律第 132 号）抄 

 

（募集及び採用における年齢にかかわりない均等な機会の確保） 

第九条 事業主は、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められる

ときとして厚生労働省令で定めるときは、労働者の募集及び採用について、厚生労働省令で

定めるところにより、その年齢にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。 

 

○労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律施行規則（昭和 41 年労働省令第 23 号）抄 

 

（募集及び採用における年齢にかかわりない均等な機会の確保） 

第一条の三 法第九条の厚生労働省令で定めるときは、次の各号に掲げるとき以外のときとす

る。 

一 事業主が、その雇用する労働者の定年（以下単に「定年」という。）の定めをしている場

合において当該定年の年齢を下回ることを条件として労働者の募集及び採用を行うとき

（期間の定めのない労働契約を締結することを目的とする場合に限る。）。 

二 事業主が、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）その他の法令の規定により特定

の年齢の範囲に属する労働者の就業等が禁止又は制限されている業務について当該年齢の

範囲に属する労働者以外の労働者の募集及び採用を行うとき。 

三 事業主の募集及び採用における年齢による制限を必要最小限のものとする観点から見て

合理的な制限である場合として次のいずれかに該当するとき。 

イ 長期間の継続勤務による職務に必要な能力の開発及び向上を図ることを目的として、

青少年その他特定の年齢を下回る労働者の募集及び採用を行うとき（期間の定めのない

労働契約 を締結することを目的とする場合に限り、かつ、当該労働者が職業に従事し

た経験があることを求人の条件としない場合であつて学校教育法（昭和二十二年法律第

二十六号）第一条に規定する学校（幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。）及び小学校

（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。）を除く。第二条第二項第

四号の二において同じ。）、同法第百二十四条に規定する専修学校、職業能力開発促進法

（昭和四十四年法律第六十四号）第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は同法第二十

七条第一項に規定する職業能力開発総合大学校を新たに卒業しようとする者として又は

当該者と同等の処遇で募集及び採用を行うときに限る。）。 

ロ 当該事業主が雇用する特定の年齢の範囲に属する特定の職種の労働者（以下この項に

おいて「特定労働者」という。）の数が相当程度少ないものとして厚生労働大臣が定める

条件に適合する場合において、当該職種の業務の遂行に必要な技能及びこれに関する知

識の継承を図ることを目的として、特定労働者の募集及び採用を行うとき（期間の定め

のない労働契約を締結することを目的とする場合に限る。）。 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=341AC0000000132#39
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=341AC0000000132#39
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=341M50002000023
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=341M50002000023
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ハ 芸術又は芸能の分野における表現の真実性等を確保するために特定の年齢の範囲に属

する労働者の募集及び採用を行うとき。 

ニ 高年齢者の雇用の促進を目的として、特定の年齢以上の高年齢者（六十歳以上の者に

限る。）である労働者の募集及び採用を行うとき、又は特定の年齢の範囲に属する労働者

の雇用を促進するため、当該特定の年齢の範囲に属する労働者の募集及び採用を行うと

き（当該特定の年齢の範囲に属する労働者の雇用の促進に係る国の施策を活用しようと

する場合に限る。）。 

２ 事業主は、法第九条に基づいて行う労働者の募集及び採用に当たつては、事業主が当該募

集及び採用に係る職務に適合する労働者を雇い入れ、かつ、労働者がその年齢にかかわりな

く、その有する能力を有効に発揮することができる職業を選択することを容易にするため、

当該募集及び採用に係る職務の内容、当該職務を遂行するために必要とされる労働者の適

性、能力、経験、技能の程度その他の労働者が応募するに当たり求められる事項をできる限

り明示するものとする。 
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○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年

法律第 113 号）抄 

 

（性別を理由とする差別の禁止） 

第五条 事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与

えなければならない。 

 

 

○障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）抄 

 

（障害者に対する差別の禁止） 

第三十四条 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない者と均

等な機会を与えなければならない。 

 

（雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等を図るための措置） 

第三十六条の二 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均

等な機会の確保の支障となつている事情を改善するため、労働者の募集及び採用に当たり障

害者からの申出により当該障害者の障害の特性に配慮した必要な措置を講じなければならな

い。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=347AC0000000113
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=347AC0000000113
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail/335AC0000000123_20200401_429AC0000000045/0?revIndex=7&lawId=335AC0000000123#153

